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    2016 年はいかなる情勢の中で闘われるのか 

 

 

 

 

 

最低賃金大幅引き上げキャンペーンが

スタートしました。２月２３日に厚生労

働省で記者会見し、２月２７日に東京で

は、１５労組・団体、約７０人が集まり、

非正規労働者が最低賃金ぎりぎりの安い

時間給で働いていて、食事を切り詰める

苦しい生活状況を訴えました。２月２７

日は、全国１５の都道府県でキャンペー

ンが繰り広げられました。また、日をずら

して宣伝行動を行うところもあります。  

 最低賃金大幅引き上げキャンペーン委

員会は、フェイスブックを立ち上げてイ

ンターネット上で情報発信しています

（ https://www.facebook.com/up1500yen

/）。また、インターネットで労働問題の情

報を取り上げているレイバーネット日本

も 記 事 と 動 画 を 発 信 し て い ま す

（http://www.labornetjp.org/）。３月９日

には、レイバーネット TV でキャンペーン

の特集が組まれ、首都圏青年ユニオンの

神部さんと神奈川の最賃裁判の原告が登

場しました。これらのサイトは、労運研の

ホームページからリンクを張るようにし

ています。  

 今回のキャンペーンは、下町ユニオン、

首都圏青年ユニオン、全国一般労働組合

東京南部が連絡先になっているように、

ナショナルセンターの枠を超えた運動で

あり、「最低賃金時給１５００円をめざし

て。いますぐどこでも１０００円」という

共通スローガンの一点で団結し、参加組

合の事情を尊重・理解しながら、共同して

非正規労働者に訴えていることが特徴で

す。そして「￥１５００  and a Union」の

スローガンの示されるように、労働組合

への結集を呼び掛けています。このキャ

巻頭言  

最低賃金大幅引き上げキャンペーンと一緒にたたかおう 

伊藤彰信（労運研共同代表）  

 

 

https://www.facebook.com/up1500yen/
https://www.facebook.com/up1500yen/
http://www.labornetjp.org/
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ンペーンは、アメリカの最低賃金１５ド

ルキャンペーンの呼びかけによる世界的

な統一行動にも参加することにしていま

す。  

 今や、非正規労働者は労働者の４割、２

０００万人となり、年収２００万円以下

のワーキングプアが１２００万人います。

非正規労働者のうち、主たる生計者であ

る人は約５割、１０００万人と言われて

います。そのうちの２割、２００万人が１

日２食しか食べることができない飢餓労

働者です。この現実を放置して、２％程度

の賃上げなどと言っていられるのでしょ

うか。  

 ２０１４年の最低賃金の影響率は小規  

模事業所（従業員３０人未満）で７．３％、

全体で３．６％です。影響率とは、最低賃

金額を改定した後に最低賃金額を下回る

こととなる労働者割合です。１０年前に

は、影響率が１％台であったのが、このよ

うに高まってきたのです。最低賃金の引

き上げは、直接的には２００万人弱の労

働者に、最低賃金プラス何円という形で

賃金が決められている労働者が多数いま

すので、間接的には４～５００万人の労

働者に影響を与えることになります。  

 労働組合に組織された正規労働者にと

っても、このキャンペーは自分たちの問

題です。最低賃金の引き上げはベースア

ップに直結しているからです。産業別最

賃の引き上げ、企業内最賃の引き上げの

たたかいは、非正規労働者の声を無視し

ては成り立ちません。そして、非正規労働

者の賃金の問題は、定年後に嘱託で働く

自分の賃金の問題であり、アルバイトを

している自分の子どもたち、非正規労働

者としてしか就職口のない自分の子ども

たちの問題です。  

 キャンペーン委員会は、４月中旬にフ

ァストフード世界同時連帯行動、４月下

旬に大手コンビニ各社への要請行動、５

月中旬に最低賃金大幅引き上げ国会内集

会、７月に中央最低審議会へのアピール

行動、１０月に新しい最低賃金のチェッ

ク活動などの行動を予定しています。こ

の最低賃金大幅引き上げキャンペーンの

一環として、非正規労働者の賃金引き上

げをたたかい、地域最低賃金の引き上げ

をたたかいましょう。  

 

 

 

       

 

第４回労働運動研究討論集会の呼びかけ 

１ 日 時 ２０１６年４月２３日（土）１３時３０分～２４日（日）正午  

２ 場 所 全水道会館 ４階大会議室  

      東京都文京区本郷１－４－１  

      JR 総武線、都営地下鉄三田線「水道橋」駅下車徒歩３分  

３ スローガン 差別と貧困の根絶のため、地域の連帯を強め、組織し、前に進もう！   

４ 討論テーマ  

（１） 最低賃金の引き上げと差別撤廃のたたかいについて  

（２） 非正規労働者の団結の促進について  

（３） 参議院議員選挙闘争と改憲阻止のたたかいについて  

５ 参加費  ２０００円（１日参加は１０００円）  

６ 懇親会費 ４０００円（予定）（第１日目終了後開催）  

７ 宿 泊  各自手配をお願いします。  
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非正規労働者の実態と１６春闘の課題 

               

東海林智（毎日新聞記者）  

今日の午前中、ある女子中学校の３年生を対象

に話をしてきました。男女の賃金格差やワーキン

グプアの実態などの労働問題について話をした

のですが、その中で「将来、どのように雇用社会

を変えてみたいの」と聞いてみたら、全員、「最

賃を上げる」と言っていました。「いくらに」と

聞いたら「時給２０００円」と言っていました。

皆さんの要求は１５００円ですが、今の中学生は

その上を行っていますね。「最賃を２０００円に

して、誰でも安心して働ける社会にする」と言う

のが、中学生が出した結論でした。 

フィラデルフィア宣言を考える 

 私は、いつもフィラデルフィア宣言か

ら話をしています。１９４４年５月１０

日、国際労働機関（ＩＬＯ）の根本原則を

定めた宣言ですが、私たちに刺さってく

るのは「労働は商品ではない」という言葉

です。私たちは自らの労働力を売って生

活するしかないのですが、働くことが商

品として扱われてはいけない。あくまで

も、人が働いていることが尊重されなけ

ればならないのです。「表現および結社の

自由は不断の進歩のために欠くことがで

きない」、労働組合をつくって自らの意見

を自由に表現することが進歩に欠かせな

いということです。「一部の貧困は全体の

繁栄にとって危険である」、私たちは、貧

困を見て見ぬふりをしていた、非正規労

働者と連帯する気がなかったのではない

か、考えさせられます。 

 なぜフィラデルフィア宣言をもう一度

考えようとするのかというと、安倍政権

が真逆のことをしているからです。安倍

政権の最も特徴的な労働政策は、労働の

流動化、労働の商品化です。労働者派遣法

の改正、労働基準法の改正、そして、解雇

の金銭解決を導入して、労働組合の弱体

化を狙っています。安倍政権のもとで、格

差と貧困は拡大しています。これに立ち

向かう行動原理として、フィラデルフィ

ア宣言の話をしました。 

 

雇用の現状 

 

数字を挙げておきました。２０１４年

１２月厚労省の毎月統計で非正規雇用が

２０００万人を突破し、非正規が４割超

の状態です。１５年前と比較すると、非正

規は７３３万人増え、正規は５００万人

減りました。安倍政権で失業率は低下し、

有効求人倍率は１倍を超えたと誇示して

いますが、正社員の有効求人倍率は０.８

倍程度にとどまり、増えた雇用は非正規

の増加です。求人倍率で高いのは、医療、

卸・小売業などの第三次産業です。人の出

入りが激しいことは、過酷な労働条件の
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裏返しです。正社員の求人は依然少なく、

高齢者が年金接続まで、あるいは生活苦

から、非正規で働く現状です。

労働人口の減少 

最近、労働人口にまつわる数字を強く

意識して雇用政策が練られていると感じ

ます。少子高齢化の問題です。今年の春闘

にも相当影響していると思います。 

日本の人口は、２０１３年１億２００

０万人ですが、２０５０年１億人を割り

込みます。６５歳以上人口は２５％です

が、２０５０年に４０％前後まで上昇し

ます。生産年齢人口（１５～６４歳）は約

６割ですが、２０５０年は約５割まで低

下します。人口を維持するための合計特

殊出生率は２.０７なのに、現状１.４３

を政府は１.８まで上昇させる方針です。

今すぐ１.８になったとしても、人口減少

が緩やかになるだけです。安倍政権は、前

から１.８の方針を掲げていましたが、希

望出生率というデコレーションをして、

新三本の矢にしました。子供が働く年齢

になるまで、１５年から２０年かかるわ

けで、長い間向き合わなければならない

問題です。生産人口の減少を考えれば、現

状のＧＤＰの維持すら厳しい。ＧＤＰ６

００兆円は、日経連も誰も信じていませ

ん。生産性の向上には良質な労働力の育

成が欠かせないのに、労働政策は逆方向

であって、若者を使い潰す雇用、目先の利

益を上げることから脱却できない企業を

後押ししてきたのが安倍政権です。それ

ではヤバイと動き始めたのが半年前ぐら

いからです。 

最近、安倍は「最賃１０００円」、「同一

労働同一賃金」などと、全労連、全労協と

同じことを言い出しました。雇用政策が

今までの経済産業省主導から変わってき

ました。象徴的な話は特区です。雇用特区

でやると言ったのは、解雇の金銭解決、ホ

ワイトカラー・エグゼンプション、労働契

約法の５年無期転換の無効化です。これ

で外国企業を呼び込むと絵を描いたのは

経済産業省です。これは厚生労働省の抵

抗もあって、実現しませんでした。 

しかし、５年無期転換の無効化につい

て日経連の考え方が変わって、今は無期

転換を受け入れようとしています。「非正

規労働者の有期雇用を５年で無期雇用に

するが、処遇は変えるものではない」とい

う厚労省の説明にしがみついています。

今年の経営労務委員会報告で、「無期転換

の仕組みを整備することを前向きに検討

すべき」とし、「限定正社員の新設が考え

られる」と書いています。 

明らかに潮目が変わってきている。参

議院議員選挙では、労働政策については

争点隠しになる。安倍も最賃引き上げ、非

正規労働者の正社員化といっている。労

働基準法の改正については、参議院選挙

まで触りません。最賃を毎年３％引き上

げて１０００円になるのは２０２３年で

すから、全労連、全労協が「いますぐ１０

００円」と言うのは争点になります。また

「時給１５００円」も争点になると思い

ます。 

労働者派遣法の改悪 

安倍政権の労働政策のキーワードは

「失業なき労働移動」であり、雇用の流動

化です。安倍政権の規制改革会議雇用ワ

ーキンググループの問題意識が透けて見
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えるのは、労働者に余剰があることを「余

剰在庫」、賃金を上げ下げすることを「価

格調整」という言い方です。労働者のモノ

扱い、労働の商品化です。 

派遣は、労働の商品化の典型です。業法

である派遣法のなかに多くの労働者を落

とし込めています。一時的・臨時的という

原則を投げ出した派遣法改悪が行われ、

労働者は３年まで、企業は人を変えれば

延々と派遣労働者を使用することが可能

になりました。今回の反対闘争は、派遣労

働者が初めて声を上げたたたかいでした。 

専門２６業務が廃止され、派遣の専門

性が否定されました。専門２６業務で働

いていたシングルマザーがいます。彼女

は、自費で英語検定資格やいろいろな検

定資格を取って、自らスキルアップしな

がら、同じ会社で１４年間働きました。働

き始めて数年後に「正社員にしてくれ」と

要望しました。「交通費も出ない、一時金、

退職金もない、そのような働きは不安で

ある、老後も心配である」と。会社は「あ

なたの老後は知ったことではない。いや

なら会社を辞めても良い」と答えました。

彼女の足元を見ているわけです。「ふたり

の子どもがいて辞めることはできないだ

ろう」と。彼女は毎年正社員化を求めてい

ますが、毎年、拒否されています。彼女は

「私は悪い母親でした」と言うわけです。

「派遣労働者としてしか働くことができ

なかったから、子どもたちに辛い思いを

させた」と。子どもが熱を出しても、派遣

労働者だから、子どもを置いて働きに行

くしかなかった。「子どもが熱を出したら

休んでもいいですよ」と言うのは正社員

の社会です。「子どもが熱を出したので休

ましてください」と言ったら、「あなた、

もう来なくていいですよ」と言われてし

まう。だから「子どもが病気でも仕事に行

きました。子どもの入学式、卒業式、授業

参観に一度も行ったことがありません」

と言っていました。子どもの行事に参加

できるのは正社員です。彼女は、派遣法の

改正に伴って会社から「３年後に雇止め

にします」と言われました。彼女はいま５

６歳です。５９歳で解雇されて、新たな派

遣先の紹介など無いし、紹介があっても

最低賃金に近い仕事しかありません。 

派遣労働者の働く権利が無いことが良

く分かるのは労災です。仕事でケガをし

ても労災にしてくれない。ケガしたこと

を理由に仕事を辞めさせられる。製造業

派遣の女性でしたが、仕事が終わって寮

に戻る途中でした。雨が降っていて、すべ

って転んで、医者から「全治１週間。仕事

を休むように」と言われました。そのこと

を派遣会社に話したら「１週間休んでく

ださい。１週間後に寮を出ていってくだ

さい」と言われました。彼女は寮を追い出

されて、ネットカフェ難民になり、野宿も

せざるをえませんでした。精神的にも病

んで、どうしようもない状況の時に首都

圏青年ユニオンに出会い、生活保護を受

けて、何とか命をつなぐことができまし

た。彼女がこうなったきっかけは労災で

す。労災が適用されなかった。彼女が労災

保険の制度を知らなかった。労災になっ

ても助けてくれる仲間がいなかった。派

遣労働者は労働組合から遠い存在であり、

本人が労働法規を勉強しない限り、権利

主張できない。そのような不安定な労働

者を増やしてしまった。「寮を追い出され

たときに、なぜアパートを借りなかった

の」と聞きました。彼女は数１０万円のお

金を持っていましたが「すぐ新しい仕事

があっても、賃金をもらうのは１か月後

だから、その間のお金がなかったからア

パートが借りられなかった」と言ってい
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ました。仕事を探すときに、住居がないと

いうことは、決定的に不利です。彼女は日

雇派遣で働きました。民主党政権で日雇

派遣は禁止されましたが、現実は脱法的

な形で復活しています。ネットカフェ難

民は減っていません。 

安倍首相は、派遣法を改正する理由と

して「派遣の間口を広げ、キャリアを積ん

で、ステップアップして正社員になって

いく道をつくる」と説明しました。しかし、

派遣会社が、派遣労働者の正社員化の努

力をすることはありえません。派遣会社

は、派遣労働者を働かせることでマージ

ンが入ってきます。派遣労働者を正社員

にしたら収入はありません。鵜を自然に

返す鵜匠はいません。キャリアアップの

研修は、派遣会社がより高いマージンを

取るための研修であって、徹頭徹尾、労働

を商品にするのが派遣法です。 

派遣労働者の裁判がありますが、派遣

法は派遣事業者ための法律であって派遣

労働者のための法律ではありませんから、

労働者にとって厳しい判決が下りるのは

当然です。裁判所が違法である事実を認

めたうえで、保護されるべきは労働者で

はないといって、労働者は負けるのです

から、こんな法律をいくら改正しようが

何も変わりません。私は、派遣法は最終的

になくすべきだと思います。 

限定正社員と無限定正社員 

限定正社員という仕掛けがあります。

法律を変えることなくつくれる社内制度

です。非正規と正規の二極化があまりに

もひどい。慶応大学の鶴光太郎が、それら

の中間に「限定正社員」と言う新たな階層

をつくることを提案しました。彼は「限定

が付いた雇用期間の定めがない正社員で

ある」と言っています。限定が付いていな

い正社員を「無限定正社員」と言います。

限定とは３つあります。地域限定、職種限

定、時間限定です。「限定が付くから、付

かない人より賃金が安いのは仕方ない」

「何でもする人とこれしかしない人の賃

金が同じなのはおかしい」と言うわけで

す。限定が付いているわけですから、限定

が無くなれば仕事もなくなります。解雇

しやすいわけです。 

「限定正社員には誰がなるのですか」

と質問したら、鶴は「非正規社員が５年た

ったら無期雇用にステップアップする。

その制度を使う」と言いました。当時、政

府は無期転換を無効にして、一方で新入

社員を正社員と限定正社員に分けて採用

し、一部の正社員を限定正社員に落とし

ていくことを考えていました。残った無

限定正社員は、ホワイトカラー・エグゼン

プションの対象になるという仕掛けです。 

ホワイトカラー・エグゼンプション 

ホワイトカラー・エグゼンプションは、

高度で専門的な仕事をする年収１０７５

万円を超える人が対象です。法律では年

収要件について「平均年収の３倍を相当

程度超える」と書いてあります。平均年収

は３２５万円と言われています。３倍は

９７５万円ですが、それを相当程度超え

るということで１０７５万円をはじき出

しました。高度で専門的な仕事をしてい

る人の何が対象になるのかというと、労

働時間規制の除外が対象になります。労

働時間規制とは、１日８時間、週４０時間、
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深夜、休日などですが、それらが除外され

るわけです。残業代ゼロ法案と言ってい

ますが、残業という概念が無くなるので

す。何時間働いてもいいのです。１０７５

万円で使われ放題です。 

「高度で専門的な仕事をしている人は

自分で働く時間を決めることができる」

と厚生労働省は説明しています。けれど、

法案には「労働者が自由に労働時間を決

める権利がある」とは書いていない。書い

てあるのは「労働時間規制から除外する」

ことだけです。労働契約を結ぶとき、始業

何時、就業何時、休日はいつなどを明記す

るわけですが、エグゼンプションされた

労働契約は、所定労働時間のない労働契

約です。何時間働くかは明確にされずに、

会社に指揮命令権があるという契約です。

これは恒久奴隷契約です。これを正社員

に広げたいと思ったら３倍と書いてある

ところ２倍にすればよいし、平均年収に

してもよい。私たちは、派遣法で経験して

います。極めて限定的だった派遣労働者

が一般化されました。制度は一度つくっ

たら改悪されるだけです。 

労働時間規制は、労働者の命と健康を

守る規制です。除外があってはならない

し、底抜けになったらいけないのです。エ

グゼンプションは時間泥棒です。奪われ

るのは本人の時間だけではなく、家族の

時間も奪われる。長時間労働の常態化で

子育てや家事でパートナーの負担が増え、

子供と触れ合う時間も奪われる。市民と

して動ける時間も奪われるわけです。生

活するために労働するのではなくて、労

働のための生活を強いられるのです。こ

れがエグゼンプションの正体だと思いま

す。 

１６春闘要求の特徴 

連合の方針について説明します。定昇

（賃金カーブ維持）＋２％程度の賃金改

善（ベア）ということで４％程度の賃上げ

を要求しています。時給誰でも１０００

円。１０００円超の時給になっている場

合は、時給で３７円の引き上げです。中小

共闘の６０００円の賃上げ要求にもとづ

いています。非正規の要求では、正社員化、

無期転換、定昇制度、一時金制度、退職金、

福利厚生なども重点に要求しています。

「底上げ・底支え」「格差是正」を前面に

だした要求です。 

 去年は２％以上でしたが、今年は２％

程度基準と変わりました。要求に幅を持

たせたのです。例えば、トヨタの本社組合

が自らの賃上げは１％として、残り１％

は関連子会社やサプライチェーン、下請

け、孫請けなどの賃上げに回せ（下請け価

格の適正化、円高支援金の返還など）、あ

るいは、自らの賃上げは１％として、本社

で働く非正規の賃上げは５％とする。総

額では２％の原資を取って、非正規、中小

や関連の底上げをするという考え方です。

美しい方針ですが、大手は１％取って終

わりになる可能性もある。ただ、今まで連

合が「賃上げ原資を取って、それを中小に

回す」と言ったことがなかったので、少し

は期待しています。 

 非正規労働者が参加できる春闘をどう

すればつくれるのでしょう。最賃引き上

げのたたかいとリンクできないかが期待

と願いです。 
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非正規雇用の現状 

本の取り次ぎの会社で働く出版労働者

ですが、６年前に入社して時給９１０円

でした。結構良い時給と思ったのですが、

６年間１円も上がらず、振り向けば最低

賃金になってしまいました。９１０円で

１日８時間働いて、月２０日働くと、月収

は１４万５６００円です。手取りは１１

～１２万円。家賃をはらってみると、実際

に食費に使える金は１日１０００円です。

「僕のワンコインランチは１００円です」

と言っていました。生活できない人は、労

働時間を延ばすだけですね。日々１５時

間働いて、月収２０万円を超えるように

して、何とか飯を食える状況です。 

非正規労働者同士のカップルも増えて

います。夫は契約社員、妻は派遣労働者で

す。子どもができたときに「養っていける

だろうか」「育てていけるだろうか」と不

安があって、子どもが生まれたら派遣の

会社を辞めなければならないので、いま

まで二度子どもをおろしています。３度

目の妊娠で出産を決意し、会社に言った

ら、雇止めされました。いま、労働局やな

どを通じて会社とたたかっています。「本

当に切ないな」と思いました。子どもが出

来て喜べない自分、命の芽生えを祝福で

きない悲しさを嘆いていました。 

契約詐欺が増えています。「正社員で雇

う」と言いながら、「半年後に正社員にす

るから」と言って、契約社員として雇用し、

長時間労働を強いり、雇止めにするケー

スが横行しています。「正社員」と言いな

がら、実は「個人請負だった」と言う詐欺

もあります。特に多いのが、生保と自動車

です。正社員になったのだからと親戚中

に売るわけですが、２年目から売れなく

て、個人請負の契約を打ち切られるわけ

です。 

人口減少の中で、このような労働者の

使い捨てが行われているのが、この国の

実情です。 

 

私たちは無力ではない 

安倍政権と対決していかなければなら

ないのですが、私たちが労働組合に結集

して対峙していけば、私たちは無力では

ありません。黙っていてはなかったこと

にされる。私たちが集まって声を上げる

限り、無力ではありません。私たちの声は、

相手に刺さっています。諦めずに声を上

げることが大事だと思います。 

私が新聞労連の委員長の時ですが、組

合員から「新聞労連はなぜ平和運動をす

るのか。沖縄平和行進にいくのか」と言わ

れたことがあります。「新聞は中立だから、

平和運動をやるべきではない」と。新聞労

連には「戦争のために二度とペンを執ら

ない、カメラを撮らない、輪転機を回さな

い」と言う綱領があるという答えもあり

ますが、ひとたび、戦争になれば、新聞記

者は戦場に駆り出され、従軍記事を書か

されたり、意にそぐわない仕事をさせら

れたりします。「私たちは平和の裡に働き

たい。働く権利を持っている。だから、反

戦平和の運動をするのだ」と説明してい

ます。 

人らしく働きたいという願いが打ち砕

かれる時代になりつつあります。私たち

は無力ではないのだから、ともに声を上

げていきましょう。 
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貧困問題を考える 

 

清水 英宏（全国自治体労働運動研究会）  

１ 格差と貧困とは 

格差・貧困問題に関する著書は、膨大な

量で出版されている。それは、新自由主義

の本格化と軌を一にしている。その中で、

格差と貧困の関連について、最も整理し

ているが二宮厚美（現神戸大学名誉教授）

の「格差社会の克服」（山吹書店、２００

７年）である。二宮氏は、格差には階級的

格差（上位概念）と階層的格差（下位概念）

があり、資本主義が呼び起こす格差社会

化は、「階級的格差プラス階層的格差」の

二重構造をもっている。経済的格差は、

「雇用格差→所得格差→消費・資産格差」

の複合的・連鎖的な格差となって拡大す

る。格差は、一言で言えば「不平等」のこ

とである。したがって、格差社会とは「不

平等社会」である。経済的格差は、能力格

差を引き起こし、健康格差と教育格差と

なる。健康・教育格差は出生率格差、学歴

格差、寿命格差、医療格差、結婚格差、環

境格差等の形で現れる。この格差のドミ

ノ現象が向かうのは「人格的自由の格差」

である。人格的自由とは、「積極的自由」

のことであり、積極的自由は各人の有す

る経済的条件と主体的条件に左右される。

「人格的自由の格差」とは、格差社会の底

辺におかれた人々の社会権が形骸化する

こと、生存・教育・労働等が頼りにならず、

みすぼらしく貧しくなる事態である。「人

格的自由」の制限・侵害とは、貧困にほか

ならない。貧困問題とは、「人格的自由の

格差」に結びついた自由の侵害である。 

 簡単にまとめると、このように二宮氏

は言っている。 

２、経済的困難（貧困）のもたらすもの 

 貧困のもたらすものを、まとめたもの

がある。「子どもに貧困を押し付ける国・

日本」（光文社新書、山野良一著）からの

引用である。経済的困難（貧困）は、「不

健康」、「不十分な衣食住」、「親族・近隣か

らの孤立」、「無力感・ボイスレス」、「子ど

もの未発達」、「親のストレス」、「親の長時

間労働」、「虐待・ネグレクト」等をもたら

す。しかも、それぞれが関連し、多重的問

題を引き起こす。子どもへの貧困がもた

らす影響について説明したものであるが、

高齢者や若者に貧困にも当てはまる。 

 

３ 日本の貧困のデータ 

 日本の貧困の最近のデータを２つ紹介する。 

（１）相対的貧困率 

日本の２０１２年の相対的貧困率は、

１６.１％で、６人に１人が貧困状態にあ

る。これは、２０１４年７月に厚生労働省

が発表したもので、２０１２年の所得を

２０１３年に国民生活基礎調査で行った

結果によるものである。２０１２年時の

人口換算で計算すると、２,０５３万人に

相当する。子どもの貧困率は、１６.３％ 

で、１８歳未満の人口２,０６２万人×０.

１６３＝３２３万人、乳幼児（０～６歳児）
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６４０万人×０.１６３＝１０１万人と

なる。ひとり親世帯の貧困率は、なんと５

４.６％である。母子世帯がほとんどであ

るが、２世帯に１世帯は貧困世帯である。 

（２）生活保護の受給世帯、受給者数 

２０１５年１１月現在の、被保護人員

は２,１６４,３７５人である。一時２１

７人万を超えたこともあったが、２１６

万人台の横ばいで推移している。被保護

世帯数は１,６３２,２２０世帯で、史上

最高を更新中である。高齢者世帯は８０

３,８４７世帯で全体の半分を占め、障害

者世帯は１９０,７２４世帯で、ともに一

貫して増加している。第二次安倍政権で

の生活保護基準の引き下げがあったにも

かかわらず。しかし、相対的貧困に該当す

る人の内、１割強より生活保護は受給し

ていない。 

 

４ 高齢者の貧困問題 

２０１５年１１月に、埼玉県深谷市の

利根川で「介護疲れ・生活苦、両親と三女

が入水心中。父親が一緒に死のうと車で

川に乗り入れ、両親死亡。」との記事が載

った。格差・貧困が拡大する中での事例で

ある。このケースの場合は、前日に市役所

で生活保護の申請をしていたと報告され

ている。いかに生活保護に対するスティ

グマ（恥辱感）が強いかを示している。こ

の事例のように、介護疲れによる事故・事

件の多発は多発しているし、「孤独死」「孤

立死」、「老後破産」、「無縁社会」、「老人漂

流社会」等、マスコミも取り上げることが

多くなった。背景には貧困があり、そして

社会的排除に繋がっている。 

先に、生活保護を受ける高齢者世帯が

増えていることを紹介したが、その背景

には、国民年金の低さがある。国民年金老

齢基礎年金は、４０年加入で月額約６万

６千円である。２０１３年度の厚生労働

省の資料であるが、国民年金のみの受給

者数は１,０２３万人である。また、平均

年金受給額は４９,９５８円である。私は、

生活保護担当ワーカーとして、高齢にも

かかわらず、無年金や低年金でぎりぎり

まで働いてから生活保護を受けざるを得

なかった人たちを見てきたが、今後も農

林水産業や自営業の高齢者を中心に、生

活保護を必要とする人は増加する。そも

そも、国民年金は制度発足時から、老後の

生活を保障することを想定していない。

３世代同居の家計補助的な位置付けであ

った。そのため、高齢者の生活保護受給者

は増えるし、増えて当然なのである。そう

しないためには、最低保障年金の確立等

の年金制度の改善が求められるのである。 

高齢者の貧困に伴う事例としては、高

齢者虐待が増えていることである。２０

１４年度の養護者による虐待は、相談・通

報件数が２５,７９１件、虐待判断件数が

１５,７３９件である。介護施設での職員

による虐待は、相談・通報件数が１,１２

０件、虐待判断件数が３００である（川崎

市の有料老人ホームの事件は入っていな

い）。毎年増加している。同居の息子や娘

による虐待が多く、背景に息子や娘が働

いていない等の貧困が背景にある場合が

多い。 

昨年から「年収４００万でも将来、生活

保護レベルの暮らしに」という「下流老人

－１億総老後崩壊の衝撃」（朝日新書、藤

田孝典著）という本がベストセラーにな

っている。介護保険、医療、年金等の改悪

で、高齢者の貧困は深刻になっている。 
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５ 子どもの貧困問題 

「貧困の連鎖」の防止のために、「子ど

もの貧困対策の推進に関する法律」が、２

０１３年の通常国会で成立し、２０１４

年８月には「子どもの貧困対策に関する

大綱」が閣議決定された。しかし、最も必

要とされる経済的支援は現行制度以上の

ものはなく、実効性は疑われている。２０

１６年度予算では若干の改善が行われる。

児童扶養手当の第２子以降の加算分の引

き上げである。現在第１子の月額は４２

０００円であり、第２子には５０００円、

第３子以降は３０００円加算されている。

これを第２子１万円、第３子以降６千円

に増やすものである。安倍首相は、加算額

を倍増したと胸をはっている。しかし、児

童扶養手当の受給者は約１０６万世帯

（２０１５年３月末）であり、第１子世帯

が約６３万世帯、第２子が約３３万世帯、

第３子が約１０万世帯である。したがっ

て、６割の世帯は全く改善されない。ペテ

ンであり、安倍政権は子どもの貧困対策

をまともにやる意思はない。 

子ども貧困対策の制度として、就学援

助（給食費や就学旅行代等の援助）制度が

ある。２０１３年度に就学援助を受けた

小中学生は１５１万４５１５人（全体の

１５ .４２％）に達している。要保護児童

生徒数は１５万人、準要保護児童生徒数

が１３７万人である。やや減少傾向にあ

るが、子ども数の減少によるものと考え

られる。貧困家庭では、子どもの不登校や

高校中退が多い。虐待も増えている。 

「貧困の連鎖」を断ち切るために、「機

会の平等」を唱えても機会に参加できる

体制が具体的に保障されないと、絵に描

いた餅となる。子ども手当の復活・手当額

の増額、児童扶養手当は子どもの人数が

増えると支給増額が少なくなるが、個人

単位に同額を支給するなどの経済的な保

障政策を改善する必要がある。学校給食

の無償化、返還義務なしの奨学金制度の

創設等も実施すべきである。 

また、保育園の民営化による保育の質

の低下が危惧されている。安倍内閣は「待

機児解消」のため、保育所定員の拡充(２

０１７年までに４０万人増を５０万に引

き上げ)を掲げてきたが、量的拡大の下で、

株式会社の参入等で質の低下を危惧され

ている 

 

６ 若者の貧困問題 

若者を巡っては、ワーキングプア、大学

生の奨学金返済苦（借金返済）、ブラック

バイト等が語られる。 

安倍首相は失業率の低下を自慢してい

る。しかし、非正規労働者は４割に達して

おり、失業率の低下は非正規の拡大と労

働力人口の減少によると考えら、それに

よって労働者の生活が改善されていると

は考えられない。 

国民年金保険料の納付率（２０１３年

度）を見ると、２５歳～２９歳が４９.８

８％で一番低く、３０～３４歳５１.１

５％、２０～２４歳５６.３２％、３５～

３９歳５７.１０％の順となる。この数字

には免除数も含まれており、このままで

は半数の人が国民年金さえもまともに受

給出来なくなる。国民年金制度は将来破

綻する。 

大学生では、有利子の奨学金の返済や

ブラックバイトの横行が問題になってい

る。奨学金では、全学生のうち奨学金を受

給している人の割合は、大学昼間部５２.
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５％、修士課程で６０.５％、博士課程で

６６.２％である（２０１２年のデータ）。

返済の延滞金額と延滞者数が増えている。

とりわけ第２種（有利子）の延滞が増えて

いる。安倍政権は２０１６年度予算で、無

利子枠を拡大したと自慢している。しか

し、無利子の人員を４６万人から４７万

４千人にと、たった１万４千人増やした

だけである。有利子の人員は、８７万７千

人から８４万４千人に、たった３万３千

人減らしただけである。海外では、イギリ

ス労働党の新党首ジェレミー・コ―ビン

が、アメリカでは民主党の大統領候補サ

ンダースが、国立大学の授業料の無料化

を主張している。日本でも、大学生を巻き

込んだ運動を考える必要がある。 

また、ブラックバイトの横行を禁止さ

せ、学生が勉学に勤しめるようにしない

といけない。さらに、若者には推定約６０

万人のニートが存在すると言われている。

若者が未来に希望を持てるような政策を

打ち出す必要がある。 

 

福島原発事故から５年―脱原発運動の課題 

 

                    井上年弘(原水禁国民会議事務局次長) 

 

１．はじめに－安倍政権の原発推進政策との対決 

安倍政権は、民主党政権が国民的意見

を求めて決めた「2030 年代原発稼働ゼロ」

をめざす政策をいとも簡単に放棄し、一

昨年 4 月 11 日に「エネルギー基本計画」

を閣議決定し、原発の再稼働、再処理やも

んじゅ開発を含めた核燃料サイクルの推

進、原発輸出など原発推進政策に回帰し

た政策を打ち出しました。一方で「脱原

発」を求める国民の声は多数を占め、先の

共同通信の全自治体調査（3 月 6 日発表）

で首長の６６％が「脱原発」「原発低減」を

求めていることが明らかになりました。安

倍政権の姿勢と民意との間に大きなかい

離があり、その矛盾は深まっています。  

今年は、脱原発を進める運動にとって、

安倍政権の原発推進政策と対決するまさ

に正念場ともいえる年です。福島原発事

故の課題の取り組みを強化するとともに

原発再稼働阻止のたたかい、核燃料サイ

クルに対するたたかいが大きな焦点とな

ります。以下そのポイント述べたいと思

います。  
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２．司法が運転中の高浜原発を止めた 

この原稿を書いているときに、本当に

うれしいニュースが届きました。3 月 9 日

大津地方裁判所は、高浜原発 3・4 号機の

運転差し止めを求める裁判で、原告の訴

えを認め、大飯原発 3・4 号機を差し止め

る決定を行いました。司法が、住民の「い

のちや安全」を優先し、運転中の原発を止

めるという画期的な判決でした。判決で

は、「過酷事故対策や緊急時の対応方法に

危惧すべき点がある」など指摘しました。

原発の立地自治体以外の住民の申請であ

ったことなどもこれまでにないものでし

た。  

この決定を受けて、同日の記者会見で、

菅義偉官房長官は「再稼働を進める方針

に変わりはない」との見解を即座に表明

しました。しかし、福井地裁（2015 年 4 月

14 日）でも差止めが認められ（2015 年 12

月 24 日・異議審で処分取り消し）、今回の

大津地裁で同じく認められたこと、この

二つの司法判断の意味を電力や国は重く

受け止めるべきで、軽々しく反応するべ

きものではないはずです。  

３．フクシマ課題の前進を 

いまだ 10 万人を超す被災者が、福島第

一原発事故から５年目の春を迎えようと

しています。子どもたちの甲状腺の問題、

労働者の被曝の増大、汚染水の漏えい、中

間貯蔵施設の問題、帰還と補償切り捨て

の問題など山積する課題の中で、いまだ

事故の収束の見通しすら立っていませ

ん。  

被災者は、放射性物質汚染地域から長

期にわたる避難を強いられ続け、生活や

就労、そして健康など心身にわたる苦労

が続いています。そのような中で、いまだ

放射線量が高い故郷へ、一部除染しただ

けで帰還させ、それに合わせ補償の打ち

切りがなされようとしています。安倍政

権が進めようとする補償の打ち切りは、

福島原発事故の早期幕引きであり、被災

者に対する「棄民」政策とも言えるもので

す。ここには、被災者に寄り添う姿勢が決

定的に欠け、許すことはできません。いま

被災者の不安解消や補償、医療の充実な

どを早急にはからなければならない課題

は山積しています。「命」に寄り添う私た

ちの運動の真価がいま問われています。 

また、政府が立ち上げた原子力損害賠

償紛争解決センター（原発 ADR）は、原

発事故の被害者に払う慰謝料などの損害

賠償について、不十分だと考える人の申

し立てを受ける国の機関ですが、これま

でに計約 1 万 2 千件の申し立てがあり、

そのうち約 7 割が和解したとされていま

すが、最近、東電はその和解案すら拒否す

る事例も目立ち、事故責任者としての責

務さえ果たしていません。東電や政府の

事故責任の追及も「フクシマ原発告訴団」

などの運動と共に追求していくことも重

要です。  

広範囲に渡って広がった放射能汚染の

問題は、福島県のみならず県境を越えて

広がっています。除染問題、健康問題、が

れき処理問題、そして住民差別の問題も

浮上してきています。被災住民に寄り添

う丁寧な対応が求められています。  

こどもの健康面においては、2011 年か

ら 2015 年 9 月 30 日まで 福島県による
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「県民健康調査」が行われ、子どもの甲状

腺検査が進められ、昨年 11 月 30 日にそ

の結果が発表されました。一巡目で約 30

万人、2 巡目約 17 万人が受診し、1 巡目

では 113 人、そのうち 113 人全員の手術

が終わり、112 人が悪性と診断されまし

た。２巡目では、悪性または悪性疑いと診

断された子どもは、新たに９人増えて３

９人となり、そのうち１５人が手術を終

えて、甲状腺がんと確定しました。穿刺細

胞診で悪性と診断された３９人のうち、

先行検査でＡ判定だった子どもは３７人

で、前回Ａ1 と診断された１９人にはまっ

たく所見はなかったといいます。子ども

たちの年齢は、事故当時６才から１８才

で、2 巡目では 25 人が、「悪性ないし悪

性の疑い」と診断され、6 人が手術し、全

員が悪性でした。このことを発表した「県

民健康調査」の検討委員会は、今回の結果

は福島原発事故との因果関係を否定して

いますが、他の対照群との比較調査もな

いまま、一方的に「ない」とすることは問

題で、被曝線量に応じたリスクは存在し、

県民の「不安」に応えたものになっていま

せん。 

放射能との関係については、慎重に議

論されるべきですが、科学的な議論を真

摯に行い、市民に情報を提供することは

当然ですが、一方で予防原則を考慮した

対応が求められています。県民の健康不

安、特に子どもの健康にしっかりと向き

合い、行政や医療の制度の確立とその充

実が求められています。ヒロシマ・ナガサ

キの被爆者支援の経験を踏まえながら、

被災地の健康と健康不安に対応していく

ことが必要です。特に健康不安や医療措

置を軽減するための対策の一つとして、

ヒロシマ・ナガサキの被爆者援護法のよ

うな国の責任で法的位置づけを持った制

度の設置をはかるべきです。さらに今後

も長く続く事故の収束作業などの被曝労

働や除染作業に対しても、被曝の低減を

求めるとともに、安全な労働環境の整備

を追求していくことが必要です。 

 ４．再稼働阻止と老朽化原発とのたたかい 

九州電力・川内原発、関西電力・高浜原

発の再稼働が相次いで強行されまたが、

上記の大津地裁判決によりし高浜原発が

稼働停止に追い込まれました。一方で、伊

方原発の再稼働が夏ごろとも言われて、

その後にも玄海原発、泊原発などが控え

ています。この間、原子力規制委員会が川

内原発、高浜原発、伊方原発などの審査書

を相次いで出す中で、田中俊一委員長は

「これで安全を保証したものでない」と

繰り返し発言していますが、原子力規制

委員会が再稼働にお墨付きを与えている

ことには変わりありません。地震や火山、

活断層の問題、避難（防災）計画の問題な

ど、様々な問題を残したまま推進側は強

引に再稼働を進めようとしています。こ

の動きに全面的に対決していかなければ

なりません。  

 さらに高浜原発 1・2 号機が 40 年を超

す老朽原発となります。2013 年 7 月施行

の改正原子炉等規制法で原発の運転期間

が 40 年とされ、さらに 20 年延長するた

めに原子力規制委員会の認可があらため

て必要とされました。そのために運転期
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限（40 年）の 1 年前までに規制委員会に

申請することが必要となり、施行から 3 年

は猶予期間とされましたが、今年 7 月が

期限とされ、関西電力は、現在申請に向け

て動いています。老朽原発の運転延長に

対し、安全性や経済性の面からも問題を

指摘していくことが重要です。すでに日

本原電・敦賀 1 号、関西電力・美浜原発

1・2 号、中国電力・島根原発 1 号、九州

電力・玄海原発 1 号の 5 基は 40 年を超え

廃炉となります。同じく 40 年を超す高浜

原発 1・2 号機だけが現在運転延長をめざ

していますが、危険な原発の延命を許さ

ないたたかいも重要となっています。  

 今後、再稼働の動きに対して当該の自

治体はもとより 30 キロ圏内の自治体判断

が焦点となります。自治体での防災計画・

避難計画の策定と 30 キロ圏内の自治体合

意・住民合意が鍵となります。自治体や地

域住民へ「再稼働反対」の働きかけの強化

が求められています。  

 ５．破綻する核燃料サイクルに対するとりくみ 

六ヶ所再処理工場では、新規制基準の

導入により現在適合性などの審査が進め

られていますが、その判断が下されるめ

どはいまだ明らかではありません。施設

近傍の活断層の問題、耐震問題などで問

題とされています。昨年 10 月の完工予定

をさらに延期し、18 年 3 月と発表しまし

た。23 回目の延期で、MOX 加工工場も合

わせて 5 回目の延期で、2019 年に完工予

定とされました。  

さらに核燃料サイクルの破たんを象徴

する高速増殖原型炉「もんじゅ」（福井県

敦賀市）に対して、ついに原子力規制委員

会が運営者を代えるよう文部科学省に勧

告しました。運営主体である日本原子力

研究開発機構に、もんじゅを運営する資

格はないというレッドカードを突き付け

ました。来年 4 月までにまとめ、5 月には

運営主体を明らかにすることを求めてい

ますが、現時点ではその候補は見つかっ

ていません。今後も新たな運営主体がみ

つかると思えません。高速増殖炉は、使用

済み核燃料を再利用、発電すればするほ

ど、燃料が増えていく“夢の原子炉”とい

われていましたが、技術的欠陥と不正が

常につきまとっていました。この間、動燃

から核燃料サイクル開発機構、そして日

本原子力研究開発機構へと運営者は代わ

りましたが、その体質は変わらないまま、

今日まできてしまいました。現在、もんじ

ゅは、運転を止めてもナトリウムが固ま

らないよう電熱で温める必要がりあり、

そのために大量の電気を使い、一日 5500

万円とも言われる巨費を浪費しています。

20 年もまともに動かず、巨額の資金を浪

費するもんじゅは、速やかに廃炉にする

しかありません。 

 さらにプルサーマル計画や高速増殖炉

開発のとん挫などにより核燃料サイクル

政策そのものが、すでに破たんしている

中にあって、プルトニウム利用の見通し

がまったく立たない状況にあります。そ

のような中で処理施設建設・稼働に執着

することは、核不拡散の観点からも問題

となっています。使い道のないプルトニ

ウムを大量に作り出すことは、日本の潜

在的核開発能力のポテンシャルを高め、

核セキュリティ上も問題です。現在約 48
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トンものプルトニウムを抱え、海外から

も問題視されています。  

 プルサーマル問題では、MOX 燃料を装

荷した高浜原発が停止したことによっ

て、あらためて計画（当初予定では 2015

年以降 15 基～18 基の原発で実施）の先

行きが不透明になりました。現状では、プ

ルサーマル計画を推進しても、余剰プル

トニウムを減らすことにはならず、かえ

って処理・処分の難しい使用済み燃料を

残すだけとなります。プルトニウムの消

費に期待がかかる MOX 燃料をフルに装

荷する大間原発は、対岸の函館市が建設

中止を求め訴訟を起こすなど、これもま

た先行きが不透明です。  

 高レベル放射性廃棄物の問題はいまだ

解決の目途も立っていません。処分方法、

処分地、国民的合意などどれ一つ解決さ

れていません。現在、北海道・幌延と岐阜・

東濃で研究が進められていますが、その

まま近傍が処分地になる危険性も指摘さ

れています。現地での粘り強い闘いと連

帯し、運動をさらに強化し課題の全国化

を図ることが必要です。核燃料サイクル

の闘いを現地だけの問題にさせないこと

が重要です。  

 安倍政権は、先のエネルギー基本計画

の中で、核燃料サイクルの推進を唱って

おり、破綻した再処理路線の現実を広く

明らかにしていくたたかいが求められて

います。日本は、プルトニウム利用におい

ては余剰プルトニウムを持たないことを

国際公約と掲げていますが、原発がまと

もに動かない中にあっては、これ以上の

使い道がないことは明らかです。国際的

にもこのことを強くアピールし、核燃料

サイクルと核拡散の問題を明らかにして

いくことが必要です。  

６．さようなら原発 1000 万人アクション 

最後に、「さようなら原発 1000 万人ア

クション」の活動を紹介します。  

 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大

地震は、東日本一帯に甚大な被害をもた

らし、その中で福島第一原発が原子力史

上最悪の大事故を引き起こす結果となり

ました。「安全神話」のもと原発が国策と

して強引に進められ、その下で「命」が軽

んじられてきたことがあらためて浮き彫

りになりました。5 年経ったいまでも事故

の収束は見通せず、汚染水や除染、労働者

被曝、健康被害など多くの問題が深刻化

しています。事故は、あらためて「核と人

類は共存できない」ことを教えています。 

 3・11 以降、作家の大江健三郎さんら 9

名の著名人の呼びかけの下、「さようなら

原発 1000 万人アクション実行委員会」が

結成され、脱原発の大衆的運動を多くの

市民とともに進めてきました。  

運動は、1000 万人署名と大衆集会を中

心に進められてきました。1000 万人署名

はトータルで 8,542,171 筆（12 月 10 日

現在）となり目標の 1000 万筆まであと約

145 万筆と迫っています。今年度中には目

標を達成し、原発推進の安倍政権に脱原

発の声を突きつけられるよう、引き続き

署名活動の強化が求められています。  

 今後、高浜原発や伊方原発、玄海原発な

どの再稼働が焦点となります。各地の運

動連携が重要なポイントとなっていま
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す。さようなら原発 1000 万人アクション

を中心として集会や緊急行動、申し入れ

などを行い、現地での集会やとりくみへ

の連帯の強化によって世論の喚起をはか

ること重点に置き、運動を進めていく予

定です。

 

■「アメリカ大統領選コラム」  

ハブポスト US 版に掲載された雑誌「The American Prospect」を翻訳したものです。 

「【堺からのアピール】教育基本条例を撤廃せよ」に掲載されたものを兵庫の佐野修吉氏が送ってくれました。

http://blog.livedoor.jp/woodgate1313-sakaiappeal/archives/46835803.html 
 

 

「サンダース世代」とは何か? 

社会主義者・サンダース氏を若者が支持する理由 

 

現実的な考え方をする友人や同僚たち

は、これまで 1 年以上にわたってバーニー・

サンダース上院議員を軽く見ていた。ニュ

ーハンプシャーの予備選挙でサンダース

氏が優勢だと知ってようやく慌て始めて

いる。そして「これはサンダースの最後の

勝利だ、彼の支持者は現実に目を向けよう。 

11 月の大統領選で勝つには一致 団結し

てクリントンを応援しなければいけない」

と主張している。 しかし友人たちは、重要

なポイントを見逃している。サンダース氏が武器にしているのは「世代」と「経済」だ。 

サンダースを支持しているミレニアル世代（2000 年以降に成人した世代）は、大恐

慌以来最悪といわれる経済の中で生きてきた。もしかすると大恐慌より悪いかもしれな

い。大恐慌の時は、経済が大打撃を受けたことを社会は理解していたし、それが政治的

な理由によるものであることも理解していた。 しかし、ミレニアル世代の苦境は、最

近まで個人の問題だと考えられていた。どうやって不景気を切り抜けるか、ひどい選択

肢からどうやってよいキャリアを選ぶか。これが政治的な問題だと社会が気付くのは、

時間の問題だった。  

ミレニアル世代は、大きな借金を抱えながら社会人生活をスタートさせる最初の世代

だ。大学に通うために、たくさんのお金を借りねばならなかったのだ。共和党が国と州

レベルで大学の予算をカットしたため、授業料と入学金が跳ね上がったのが大きな原因

の一つだ。だから共和党により責任がある。しかし民主党も共和党も、大学の授業料を

借金することを問題視していなかった。その点では共犯だ。 

 学生や若者たちが、このひどい状態にいつ抗議の声を上げるのだろうと私は考えて

いた。2016 年の大統領選挙で、ようやく彼らは抗議を始めている。公立大学の授業料

http://blog.livedoor.jp/woodgate1313-sakaiappeal/archives/46835803.html
https://kotobank.jp/word/%E5%A4%A7%E6%81%90%E6%85%8C-887675
https://kotobank.jp/word/%E5%A4%A7%E6%81%90%E6%85%8C-887675
http://livedoor.blogimg.jp/woodgate1313-sakaiappeal/imgs/3/1/316b2d48.jpg
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無償化を掲げるサンダース氏への支持を表明することによって。  

大学のための借金は、ミレニアル世代ストーリーの一部に過ぎない。社会に出てから

も苦労が続く。今、正規雇用が減り短期雇用が増えている。この傾向を、物質主義の否

定や柔軟性な生き方などとロマンチックに解釈する人もいる。しかし、そんな考え方は

もう古い。  

短期の仕事をしながら、家族の持ち家を買おうとする 35 歳になったと想像してみて

ほしい。家を所有する若い世代が急激に減ったと言われているが、それは彼らの多くが、

借金を抱えている上に雇用が不安定なので、ローンが組めないのだ。若者たちの夢を阻

んでいるのは、富裕層の富裕層による富裕層のための経済だ。サンダース氏はクリント

ン氏よりも、この歪んだ経済システムを変えようとしている。経済ゲームのルールを支

配しているのがウォール街だという現実を訴え、彼らの支配を終わらせようとしている

のだ。  

アイオワ州での党員集会で、サンダース氏を支持する有権者とクリントン氏を支持す

る有権者の年齢差は政治史上記録に残るほど大きかった。ニューハンプシャー州でも同

じことが起きる可能性は高い。クリントン氏や彼女の支持者にとってはいいニュースで

はない。現実主義の友人たちは、このサンダース現象を下火にしようとやっきになって

いる。  

彼らはまずこう言う。サンダースは余りに左派すぎるため大統領に選ばれる可能性は

少ない。確かに彼は左派だ。しかし 2016 年は、普通の年ではない。まず、国内経済が

不安定だ。これはようやく大統領選挙戦の論点として議論され始めた。それに政治やイ

デオロギーの面でも誰が勝つかわからなくなってきた。外国人、政府、経済、なんだっ

て非難できる。  

もし共和党からトランプ氏のようなポピュリストが指名された場合、彼を支持する労

働者階級の票を勝ち取るためには、民主党もポピュリスト候補を立てた方がいいだろ

う。経験のある候補者にとっては、苦しい大統領選になりそうだ。  

対共和党候補では、サンダース氏の方がクリントン氏よりも勝つ見込みが高いという

世論調査結果がある。これは有権者がまだサンダース氏の考えをよく理解していなく

て、共和党もまだ本気でサンダース氏を攻撃していないからだと現実主義の友人たちは

主張する。 彼らはまた、サンダース氏の年齢も弱点として挙げる。選挙が行われる 11

月、彼は 75 歳になる。若者が、史上最高齢の候補者を支持するという矛盾した構図だ。

サンダースは年をとりすぎていると言う一方で、友人たちはクリントン氏がダメだった

場合は、代わりに副大統領のジョー・バイデン氏を担ぎ上げるつもりだ。サンダース氏

より一つ若いだけなのだが。 

 また、サンダース氏の提案の多くは現実的でないとも指摘する。サンダース氏は国民

全員が加入できる医療保険制度をつくると言っているが、非常にお金がかかるうえ、上

院でも下院でも共和党が過半数を占めている現状で実現しないだろう。1 月のブログで

書いたが、国民全員をカバーする医療保険制度をつくるには、まず 55 歳～64 歳、次に

子供、そして最後に国民全員を加入させるという手順を踏んだ方が、政治的にも財政的

http://www.huffingtonpost.com/robert-kuttner/in-praise-of-unrealistic-_b_9128740.html
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に実現可能だ。  

しかし、サンダース氏の提案はお金がかかりす

ぎるし非現実的という主張に、こう反論できる。

まず、社会保障制度や市民権といった進歩的で素

晴らしい仕組みは、現実的な考えをする少数派の

政治家たちから始まり、実現に至ったのだ。 そし

て、かたくなに妥協しようとしない共和党に対し

て、はたして中道寄りリベラルのクリントン氏が、

徹底したリベラル派のサンダース氏より上手く立

ち回れるものだろうか？ 共和党がクリントン氏

に対して手を緩めるとは思えない。  

最後に友人たちは、サンダース氏に政府高官としての経験がないことを挙げる。しか

し一方で、大統領になる前に上院議員を 4 年務めただけのオバマ氏を擁護しているの

だ。サンダース氏にはもっと長い政治家のキャリアがある。 サンダース氏、そしてサ

ンダース氏が変革しようとしている現状への大きな不満を軽く見るのをやめた方がい

いだろう。 とはいえ、サンダース氏はまだ劣勢だとみられている。これから、クリン

トン氏が圧倒的優位に立つ地方予備選挙が控えている。75 歳、自称・民主社会主義者、

ユダヤ系、無神論者。誰がこんな候補者が現れると思っただろう。この意外性も、彼に

勢いを与えている。  

サンダース氏が支持を広げているという事実、クリントン氏と互角の競争をしている

という事実は、彼がアメリカにくすぶっている強力な何かを象徴していることを意味し

ている。それを理解できないのは、大バカ者くらいだ。

  

 
 

第４回労働運動研究討論集会開催に向けて  

 

第２回実行委員会のご案内 

 

１ 日 時  ２０１６年３月２７日（日） １３時～１６時３０分  

２ 場 所  日港福会館 ２階 会議室  

       東京都大田区蒲田５－１０－２  

３ 議 題  第４回労働運動研究討論集会の運営について  

       第４回労働運動研究討論集会の基調（草案）について  

       その他  

 


